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研究成果の概要：中越地震被災者に対するアンケート調査・ヒアリング調査によって、被災者

の生活復興過程、そしてその世代差について検討した。 
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１．研究開始当初の背景 

ひとたび災害が起こったときには、高齢者
は「社会的弱者」と言われ、受ける被害も大
きく、復興からも取り残されがちな存在であ
る。災害からの復興期に関する研究はいくつ
か存在する。そのなかでも、藤田（2002）は、
阪神大震災の８年後に高齢者に対する調査
を実施し、高齢者の復興感は若者の復興感よ
りも低く、遅れていると実証した。このこと
により、わが国で被災した高齢者は、他世代
よりも復興が遅れ、「社会的弱者からさらな
る社会的弱者」へ追い詰められていることが
明らかにされた。また、復興期の心理的プロ
セスとして、ロムは、「英雄期」「ハネムーン
期」「幻滅期」「再建期」という仮説を提示し
ている。それに対し、高齢者の心理的プロセ

スは、「硬直期」「連帯感の共有期」「絶望期」
「引きこもり期」「再建期」に分けられ、今
は引きこもり期にあると指摘されている。
（藤田、2002） 
しかし、阪神大震災の中心被災地は都市部で
あり、本研究で対象とする中越地震の被災地
の多くが中山間部の過疎地域であることを
考えると、高齢者をとりまくさまざまな環境
は、全く異なる。日本有数の豪雪地帯であり、
さらに過疎が進んでいる当該地域での高齢
者の被災後の生活は過酷であり、中越地震後
２年以上過ぎた現在でも、とりわけ高齢者が
復興から取り残されているのは、容易に見受
けることができる。 
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２．研究の目的 
 本研究の目的は、以下の２点であった。 
①中越地震の被災地域の高齢者の復興意

識についての検討 
②生活復興過程についての検討 

 
 
３．研究の方法 
 以下の方法で研究を行った。 
  ①文献調査 
  ②被災者に対するアンケート調査 
  ③被災者に対する聞き取り調査 
 なお、②のアンケート調査の回答者は、次
の通りであった。 
 
表１：アンケート回答者のプロフィール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

各世帯に対し、できる限り世帯主の回答を
お願いしたので、回答者は男性が多くなって
おり、また年齢も 60 代以上で過半数を占め
る。同居家族数も平均は約 4人であり、全国
平均よりも、世帯規模が大きい。町の居住年
数は、30年以上という回答が約 85％を占め、
産まれてからずっと川口町に居住している
回答者が多いことが分かる。健康度は高い回
答者が多い。生活水準として、苦しくはない
～満足の回答が過半数を占めている。 
 また、調査対象者の、震災時の状況と現在
の状況は、以下の通りである。 
 
 

 
表２：震災前後の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
震災当時の被害の大きさを尋ねたところ、

「被害はなかった」が 0.4％（1 人）、「10％
未満」が 0.8％（2人）、「10～30％」が 6.3％
（16 人）、「30～50％」が 8.7％（22 人）、「50
～70％」が 6.7％（17 人）、「70～100％」が
8.7％（22 人）、「同じ程度～2倍」が 8.3％（21
人）、「2 倍以上」が 40.9％（104 人）、「分か
らない」が 16.5％（42 人）であった。被害
程度を把握している人のうち、過半数が「2
倍以上の被害を受けた」ということであり、
震災の被害が非常に大きかったことが分か
る。 
また、近所付き合い・友人関係・家族関係と
言った社会関係の側面、家計状況、職業につ
いての変化を尋ねたところ、図表 2の結果と
なった。これを見ると、社会関係については
「変わらない」という人が最も多いが、一方
で一定程度「悪くなった」「減った」という
回答者がいることも見逃せない。震災によっ
て、社会関係が変化している被災者がいるこ
とが分かる。 
また、家計状況については、6 割以上もの回
答者が「悪くなった」と答えているのが特筆
に値する。職業については、約 6割の回答者
が、現在も同じ仕事を続けることができてい
る。 
 
 
４．研究成果 
（１）被災者の生活復興過程 
①生活復興過程は 3つの因子から成り立つ

ことが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 



表３：因子分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
その因子を元にクラスター分析を行った

ところ、「体験否定型」「体験受け入れ型」「復
興途上型」という 3グループに類型化される
ことが明らかになった。 

 
表４：クラスター分析結果 
 
 
 
 
 
 
それぞれのグループに属する被災者の「生

活復興感」得点の平均値は、グループが推移
するにつれ、生活復興感得点が有意に高まっ
た。つまり、中越地震被災者は、体験を否定
して受け入れられない段階→体験に積極的
な意味を見いだして受け入れのための努力
をする段階→積極的な意味を見いだし、さら
に震災前の生活に戻って復興途上の段階、と
いう 3段階を経て、その段階毎に生活復興感
が高まるのである。これは、先に兵庫県で行
われた阪神淡路大震災の被災者の生活復興
過程と類似しているものである。 

②体験否定型が 59 人、体験受け入れ型が
65 人、復興途上型が 94 人と、生活復興が進
みつつある被災者が多いことが分かってい
る。時間の経過とともに、生活復興を果たす
人が増えていくものと考えられよう。 

 
表５：得点の変化 

 
（２）生活復興過程と被災者 
①各グループに属する回答者の特性を探

るためにクロス集計を行ったところ、年齢・
健康状態などの属性変数の他に、現在の世帯
の経済状況や被害総額といった経済的要因、
近所付き合いの増減といった地域の社会関
係要因、心のストレス得点といった要因で、
グループ間で有意差が見られた。 
②被害総額が比較的少額だった回答者で、

スムーズに生活復興が進んでいることが分
かった。しかしその一方で、生活復興が進ん
でいるグループには、被害総額が大きかった
人たちも多く含まれていることが分かった。
震災当時の被害が大きくても、その後の適切
な施策や対処によって、生活復興を促進する
ことが可能であることを示していると考え
られる。 
③とりわけ、生活復興過程が進まないグル

ープでは、被災後に「近所付き合いが減った」
と回答している人が多いことは非常に重要
である。震災後の復興は、地域外のボランテ
ィア等による救援・支援活動の他、その地で
長年共に暮らしている地域の仲間との助け
合い・付き合いが、被災者相互の助けとなり、
励みになるものである。震災前よりもさらに
重要であると考えられる近所付き合いが震
災後に減少するということは、被災者の生活
復興を妨げる要因であるということが明ら
かになった。そのため、いかにして地域の社
会関係を活性化するかということが、非常に
重要な課題となろう。 
④生活復興が遅れている被災者について

は、震災のダメージも含め、心のストレスが
大きいことも明らかになった。生活復興とい
う側面から派生する心のストレスを抱えて
いるのである。心のケアという側面を見落と
すことはできない。 
 
表６：各グループに属する人の特徴 

 
（３）今後の課題 
本研究では、中越地震被災者の生活復興過程
についての基本的な分析を行うにとどまっ
た。そのため、以下の課題が残されていると
考えている。今後、検討していきたい。 
①本調査では、生活復興過程についての因子
分析とそれに基づく被災者の類型化を試み

1　体験否定型 2　体験受け入れ型 3　復興途上型 χ2検定

年齢
55～64歳が最多（37％）、65～74歳、75歳以
上が続く

55～64歳が最多（50％）、29～54歳が続く
（27.7％）、高齢者は少なめ

55～64歳が最多（34％）、29～54歳が続く
（29.8％）、65歳以上も合わせて36％アリ

**

性別 男性60％（少ない）、女性多め 男性79％（多い） 男性71％（平均的） ns

職業 無職多い（38％）、正規職員少ない（12％） 正規職員多い（40％）、無職少ない（22％）
正規職員が若干多め（29％）、無職が若干少
なめ（26％）

ns

健康状態 **

世帯の経済状況 *

被害総額 *

近所付き合い減った人が多い（51％） 変わらない人が多い（79％） 増えた人が多い（13％） ***

友人関係 減った人が多い（26％） 変わらない人が多い（72％） 増えた人が多い（19％） ns

家族関係 悪くなった人が多い（15％）
良くなった人が少ない（5％）、変わらない人が
多い（84％）

よくなった人が多い（15.2％）、悪くなった人が
少ない（4.3％）

ns

家計の状況
悪くなった人が多い（76％）、変わらない人が
少ない（22％）

悪くなった人が少ない（58％）、変わらない人
が多い（40％）

悪くなった人が少ない（57％）、変わらない人
が多い（39％）

ns

職業 ns

町の継続居住意向 ***

町の復興状況の認識 ns

心のストレス得点 mean=9.16（SD=3.270） mean=7.72（SD=2.781） mean=7.05（SD=2.953） ***

引っ越したい人は、3→2→1と増加、ずっと暮らしたい人は1→2→3と増加

震災前より暗くなったという認識は、3→2→1と増加

健康な人は1→2→3と増加、病気がちな人は3→2→1と増加

満足できる水準という認識は、1→2→3と増加、苦しい人は3→2→1と増加

わからない人が3→2→1と増加、50％未満が1→2→3と増加、100％未満が3→2→1と増加、同程度以上は1→2→3と増加

転職・退職した人は、3→2→1と増加、同じ仕事を継続している人は1で少なく2、3で多い



たに止まった。今後、もう少し詳細な分析を
行う必要がある。「生活」とは幅広い概念で
あり、多くの要因によって影響を受けている。
今後はより広い影響要因について検討する
必要がある。それにより、目に見える復興だ
けではなく、被災者の生活や心の復興が促進
される要因を明らかにし、生活復興により効
果のある施策を展開することも可能となろ
う。 
②とりわけ高齢者は、被災時には大きな被害
に遭いやすく、その後の復興過程でも復興を
実感しづらく、「災害弱者」と呼ばれる。本
調査結果でも、生活復興過程のうち、未だ被
災経験を否定して受け入れられず、生活の復
興・主観的な復興が遅れているグループには、
高齢者が多く属していることが明らかにな
った。この点を考えて、災害弱者と呼ばれる
高齢者が、他の世代と比較して、どのような
状況に置かれているのかより詳細な検討を
加えることが必要であると考えられる。 
③本研究で用いた調査票は、阪神淡路大震災
の被災者に対して行われた調査を参考に設
計した。そのため、都市部の災害である阪神
淡路大震災の被災者と中山間地の災害であ
る中越地震の被災者との結果の比較が、ある
程度は可能となっている。都市災害と中山間
地では、生活環境・人間関係等、多くの点で
異なる特徴が見られる。これらの調査結果の
比較検討を行っていくことも、この中山間地
で行った震災からの復興を考える上で、重要
であろう。 
④本調査は、震災から約 3年 5ヶ月が経過し
た時点で行われたものである。被災者の生活
復興の段階は、震災から時間が経つにつれ、
変化してゆくと考えられる。そのため、でき
ればパネル調査法によって経時的に継続調
査を行い、被災者の生活復興過程を追跡する
ことも必要であろう。 
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